大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会　平成26年度第２回下水等設備部会
議事録

日　時：平成２６年６月２０日（金）14時00分～17時00分
場　所：大阪府西大阪治水事務所　会議室
出席委員： 川合部会長、鎌田委員、木元委員、高岡委員（50音順）
議事次第：　1.あいさつ 
2.平成2６年度第１回全体検討部会の報告
 3.効率的・効果的維持管理手法の確立（土木編）
１）下水道（土木構造物）維持管理計画（案）
　　　　　　　  4.効率的・効果的維持管理手法の確立（設備編）
１）設備更新における時間計画型の導入
２）目標管理水準・更新時期・重点化指標
　　　　　　　　　　　３）施設毎の点検種別・維持管理手法・寿命の考え方

　　　　　　　　　　持続可能な維持管理の仕組づくり

　　　　　　　　　　　４）設備の契約手法
【部会成立の確認】　下水道等設備部会の委員総数４名のうち、委員４名の全員の出席。

委員半数以上の出席のため、部会成立。

【議事１．あいさつ】　事業管理室中村参事挨拶

【議事２．幹事会・全体検討部会の報告】　
事務局から前回の幹事会・全体検討部会における審議結果及び本日の審議事項について説明。
【議事３．効率的・効果的維持管理手法の確立（土木編）】　
事務局から、下水道（土木構造物）維持管理計画（案）について説明。

≪議事≫
· 全体的な確認として、基本方針に基づいた行動計画ということであるが、下水分野における行動計画は設備と分けて作られているが、最終的なものはどうなるのか。形として章立てとか、全体の中で計画として、出来上がる物と分野ごとでの対応はどのような形でなるのか。
→その計画中の一部分として、この情報（（土木構造物）維持管理計画）が入ることになる。本日の資料では共通の構成（行動計画の目次構成）とはなっていないが、最終的にはこれに沿ったものとなる。

· 「３ 管理方法と管理の単位」において、土木躯体の管理方法とあるが、ここでの土木躯体とはどういうものがあるのか、もう少しわかるように記載する方が良い。
例えば、水槽とか水路とかどのような種類に土木躯体があり、それぞれの基本的な役割、どのような性能が要求されるのかを記載しておく。
また、想定される損傷についても記載しておいた方が良い。
→整理して、追記していきます。

· 「3.3　管理・点検の単位」において、資産番号、資産名称、資産位置として定義しているが、現在、このような形で整理し、活用しているのか。
→設備では、設備台帳の中で番号ルールというものを機場毎で決めて活用しているが、各下水処

理場内の土木構造物は、全くルールが決まっていないため、今回新たにルール化する。

· 「4.2対象施設の選定」において、この計画をスタートするにあたり、実際に対象施設を選定から考えていくのか。それとも、下水道における指針であり、ある程度対象施設が決まっているのであれば、「標準」としてのことわりを入れた上で、この施設はこの程度、あの施設はこの程度という形で、具体的に示しておく方が、事情がわからない人にもわかるという点で良い。
　→対象施設としては、土木構造物全般を想定しており、選定というよりは点検頻度や項目の重点化の目安を示している。内容に合うようにタイトルを変えます。
· 「4.7処置・対策」において、全体の維持管理フローと比較すると、合っていないところがある。

→修正する。

· 「4.1趣旨、目的」において、下水道では腐食環境と記載しているように、腐食という事象が多く見られるためか、表4.4点検項目と内容において、劣化（腐食）と記載している。劣化というと、腐食だけでなく、摩耗などを含めた非常に広い意味合いの部分と、メカニズムに基づいた現象の部分などもあり、混在しているかのように思われるため、用語を整理した方が良い。

→表4.4は土木付帯設備であるが、足掛け金物における劣化とは何かということを明確にし、修正する。

· 「3.2土木付帯設備の管理方法」において、（例えば）目視点検に拠る劣化状況の把握は可能でも劣化の予兆を図ることが困難なため事後保全とすると記載しているが、一方で、点検して、評価して、必要に応じて修繕すると記載してあり、これは状態監視を行っているということではないか。

→行っていることは状態を監視していると言える内容ではある。国土交通省による定義として、表　3.1管理方法の分類とその特徴において、劣化の予兆を図れるものを状態監視保全とされている。土木付帯設備では、状態を監視しながら点検を行っているため、状態監視保全に近いものと思っているが、蓋とか手摺がいつ壊れるかまでは予測できないため、土木付帯設備は事後保全のカテゴリーに含めている。

ここは、国土交通省の定義に従って記述しているが、わかりやすいように修正する。

· 事後保全は、問題が起きたときに修繕するというイメージである。その問題というのは、本当に壊れてしまうこともあるし、機能的に十分に果たせないこともある。これらを併せて、このようなことが起きると修繕するということであれば、事後保全ということになる。
状態監視型の場合、一般論で言えば、対象物の状態をずっと監視し、何もなければ何もしないという状態があり、ある程度の予兆とか、今後酷くなると予測した時点で修繕するということで、その違いが微妙であり、工夫して表現すれば良い。

　→そのようにします。

· 「6対策実施（補修、補強、改築）」において、範囲はこの補修、補強、改築ということか。全体の維持管理フローとこの章が合っていない。
また、補修と補強では随分イメージが異なるが、表6.1詳細点検結果に基づく対策工の種類では、健全度２の区分において、補強（補修）と記載している。どういうイメージなのか。

→再度、見直します。

· 図6.1主要な補修工法の種類、図6.2構造物・部材の補強工法の例において、この例は一般的な土木構造物の例であり、下水道分野では使わない例もあるため、下水道の土木躯体に合わせたものにした方が良い。

→対象施設に応じた工法を選定して記載する。
【議事４．効率的・効果的維持管理手法の確立（設備編）】　

事務局から、以下の項目について説明。

①設備更新における時間計画型の導入

②目標管理水準・更新時期・重点化指標

③施設毎の点検種別・維持管理手法・寿命の考え方

④設備の契約手法
≪議事≫
①設備更新における時間計画型の導入

· 説明にあった故障事例②において、冷却水通水経路の破損とは、何が原因であったのか。腐食によるものか。

→腐食により、過給器の出入り口部の配管部に亀裂が入り、エンジン本体へ混入したと考えてい

る。

· エンジンの製造期間が20年、製造中止後の部品供給年数が15年ということであるが、購入した時点で既に何年か経過していることもあり、更新タイミングとしての35年の設定は危険側にあるではないか。

→製作メーカーへのヒアリングの結果、35年を努力目標とすることが可能と考えている。また、35年は計画上設定する年数であり、部品供給状況を確認し、更新の前倒しや後送りをすることとしている。
②目標管理水準・更新時期・重点化指標

· 目標管理水準は、劣化度で表わすということになるのか。これまでは健全度であった。よく似たものではあるが、揃えられるものであれば揃えた方が良い。

→下水道では健全度を使用している。河川と海岸設備では、従来から使用している劣化度で表

わしていたが、健全度へ変更する。

· 重点化指標について、いつまでにどのようなレベルとするのか。また、実際これをどのように使おうとしているのか。

→下水の指標について、発生確率と社会的影響度は、国土交通省の手引きによるものである。今後、この指標に従って、設備の種別に沿って、重要度の振り分けまで行う。行動計画では、細かい視点での振り分けまで記載する。
· 今の指標では、発生確率だけでも指標が４つ、社会的影響度が２つあるが、絞り込むとか、どの組み合わせで考えていくといった具体的なことを行動計画に記載していくということか。

→その通り、設備ごとに行う。
· これらの指標は更新に関するものである。実際は、更新に関するものもあるが、日常の維持管理業務に関するものも必要である。
→これらの表の目的は、下水の更新判定フローであり、更新判定するものが複数あった場合に、ど
れを先に行っていくかに使用するものとなっている。再度検討する。

· 河川の現況調査基準について、点検項目として外観から社会的要因まであり、現況のＡからＥにしたがって悪くなっていく表となっているが、これら項目の取り方、それぞれの関連性などを再度確認する必要があると思う。

→整理する。
· 下水のフローにおいて、右側の点線では長寿命化計画の検討対象外と記載しているが、このフローは、LCC比較の検討対象外の選定フローであり、記載表現上としてわかりにくい。
→この記載は、国のストックマネジメントの中において、LCC比較の対象＝長寿命化計画検討対象設備としており、その資料をそのまま転用している。修正する。
· 「資料4-2河川の電気機械設備の現況調査表」において、チェック項目が非常にたくさんあり、これだけの項目が本当に必要なのか。この調査表で、現場の人の判断が上手くできているのかということのチェック、フィードバック、改善するといった仕組みはあるのか。PDCAのサイクルのようなものがあるのか。

→PDCAサイクルにより、ブラシアップしていくことは重要なことであり、是非ともやっていきたいと思う。
③施設毎の点検種別・維持管理手法・寿命の考え方、設備の契約手法

· 寿命の考え方について、設計供用期間はどういうものか。大阪府が目標供用期間として提示したいという意味で良いのか。

→下水では、設計供用期間は使用実績と同じ数値にしている。使用実績とは、大阪府がこれまでに更新してきた実績である。この年数を超過すると、長寿命化の計画におけるLCC比較の検討対象外とし、これ以上の長寿命化はできないという判断年数に使用している。

あとはこれまでと同じ実績までは維持したいと考えており、目標年数と考えている。

· 定義をそのようにして、記載した方が良いと思う。通常土木構造物の設計供用期間についても定義があると思う。

→設計供用期間等の文言は、全体部会で決めている事項である。この考え方と合わないのであ
れば、削除を含め調整する。
④設備の契約手法
　　　特になし

以　上
－1－

